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注1）　本様式全体が1ページに収まるよう作成してください。

目　標 目標の達成状況（成果）及び新たに生じた課題への取組
（部局での検証とそれに対する取組）

組織目標評価報告書（令和６年度）

部局名： 情報統括センター 部局長名： 阿部匡伸

関連する
中期計画の番号 教育領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

①新学習指導要領で学んだ高校生が入学してくる2025年度に向けて，情報処理入
　門1,2,3の教育内容を最新化する準備をする。

①高等学校の「情報I」教科書を補強する教材の選定と講義資料の刷新を行った。講義
　内容のレベルアップを図ると共に、生成AIなどの最新技術にも対応した。

①教育領域

関連する
中期計画の番号 研究領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

①本学におけるDX推進のための人材育成プログラムや業務アプリ開発手法の開
　発をはじめとした情報統括センター業務に関連する研究を推進し，学会等で発表
　する。

①DX推進研修の内容改善を行った。特に、受講者の知識定着度向上を目的とし、令和
　４・５年度で得た知見を基に研修の内製化を進め、本学に適した内容へと改良した。
　このことを、令和6年度国立大学法人等情報化発表会にて発表した。
　また、研修生の受講率向上を目的とし、短時間の研修動画を作成し、これらの動画と数
　回のグループワークから成るハイブリッド形式で実施した。
　さらに、上記のDX推進研修に関する報告に加え、全学DXの枠組み、それを支える体
　制と情報基盤の整備に関する報告を主題とする論文「岡山大学におけるDXの推進と
　人材育成」を、大学ICT推進協議会2024年度年次大会に投稿・発表した。

②研究領域

関連する
中期計画の番号 社会貢献（診療を含む）領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

①大学共同利用機関法人等の委員を務めることにより社会貢献する。 ①国立情報学研究所：学術認証運営委員会運用作業部会委員および大学ICT推進協
　議会：認証基盤部会運営委員を務めた。

③社会貢献（診療を含む）領域

関連する
中期計画の番号 管理運営領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

④管理運営領域

関連する
中期計画の番号 センター・機構等業務における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

①DXによる業務効率化を進める人材を育成するため，DX人材育成研修を継続実施
　するとともに，DX推進本部推進室と連携し，部局間で共通する業務のアプリ開発を
　進めるため，業務の標準化やアプリ開発に関する意見交換，これまでのDX人材育
　成研修で培ったノウハウの共有が可能なコミュニティを構築し，DXの推進に取り組
　む。
　また，環境生命自然科学研究科と協力して，LLMモデルのチャットボットの試行につ
　いての検討を行う。

②本学のサイバーセキュリティ強化のため，昨年度制定した「情報システム運用リス
　ク評価手順」に基づき，全学的なリスク評価の実施を進める。今年度は評価対象を
　限定して実施し，今後の本格的な全学展開にむけた手順の簡素化等にも取り組む。
　また，昨年度制定した「情報格付及び取扱制限に関する基準」に基づきクラウド利
　用基準の見直しを行うとともに，情報セキュリティポリシーにおける手順・ガイドライ
　ンの整備に取り組む。

③事務業務を含む本学業務の支援基盤を構築するため，DX推進本部推進室のも
　と，部署・部局に対し横断的に設置された事務情報システム更新プロジェクトにて，
　事務情報システムの更改を行う。
　また，事務情報システムの更改を見据えたMicrosoft365の運用ルールの整理を
　行い，その機能を利用した全学メールシステムのクラウド化の検討や，クラウドを
　利用したデータ保存等，DX推進とクラウドサービスを掛け合わせた本学業務の
　運用変更に取り組む。

④キャンパス情報ネットワークの更新については，従来よりもさらに安心安全な環
　境構築を目指して導入を進めるとともに，10月の本稼働後は，初期に発生する課
　題を速やかに解決し，早期の安定稼働に取り組む。

(15-1) ①DXをけん引する人材育成を目的とした「DX推進研修」については、研修の内製化を
　行い、本学特有の事例を反映した動画教材等を用いてより効果的な研修を実施した
　結果、知識の定着度の向上がみられた。
　Microsoft Teams内にDX推進研修受講者を参加者としたコミュニティを作成した。コ
　ミュニティで出た意見をどう活用していくかについて検討を進めている。
　DXによる業務効率化を目的としたオンライン申請サービスについては、研修受講者
　によるアプリ開発が進んでいる。具体的には、「超過勤務申請」、「会員ID通知アプリ
　（炭素会計アドバイザー資格試験）」、「定額減税申請」の３アプリを開発し、運用を開
　始した。また、「教職員・学生の口座振込申出書の申請方式検討プロジェクト」におい
　て人事課、経理課と協力して運用方法を見直した上で、給与及び旅費・謝金の口座
　確認アプリを作成し、運用を開始した。
　また、環境生命自然科学研究科で作成したLLMモデルのチャットボットに情報統括
　センターのよくある質問のデータを提供、ホームページで検索システムの試行を開
　始した。これに伴い、記者発表を行った。

②運用リスク評価票のブラッシュアップを情報統括センター内で行った。評価票を活用
　することでリスクを点数化できるようになった。この評価票を用い、来年度以降、全学
　でのリスク評価を本格実施する。
　また、次期事務情報システムにおいてMicrosoft365を有効活用する方針となったこと
　に伴い、クラウドにおける機密情報の取り扱いについて検討した結果、令和６年１０月
　１５日開催の学長・理事ミーティングで、文書責任者の同意があれば機密性３情報の
　クラウドへのアップロードを認めることが承認された。
　来年度早々のクラウドサービス利用ガイドラインの改正や申請手順等の簡素化の作
　業を進めている。

③次期事務情報システム更新プロジェクトにおいて、包括契約しているMicrosoft365を
　有効活用し、教職員間でのスムーズなデータ共有、メールシステムのクラウド化を行
　うこととなった。ただし、機密性の高い情報については、クラウドに保存することが望ま
　しくないものも存在するため、学内設置のサーバも併用する方針で仕様策定を行った。
　また、事務情報システムの更改を見据えて、Microsoft365の利用マナー・利用ルール
　について整理し、情報統括センターのホームページに公開した。

④全キャンパスの建物やフロアにおけるネットワーク機器を９月に更新した。古い機器
　は一括更新、無線アクセスポイントは800台追加の合計1、800台となった。
　その結果、全学統一の環境が整備され、学内のほとんどのエリアで無線ネットワーク
　が利用できるようになった。一方、キャンパス間および学外との通信を制御する基幹の
　ネットワークについては、設計および構築の遅れにより、９月末の納期を１月末と３月末
　の２回にわたって契約変更となり、納期が延長されている。１２月２１日の機器切替後、
　ネットワークに遅延や途切れが発生し、３月３日に原因と思われる箇所の設定変更を
　行うまで障害が続いた。現在は、未導入のサービスの運用開始に向けた作業を進め
　ている。

⑤センター・機構等業務

注2）　自己評価による達成度（５～１）は非公表項目とし，組織目標評価結果を公表する際に消去します。


